
（ 単位：千円・％）

3,851,000 3,938,000 △ 87,000 △ 2.2

国 民 健 康 保 険 349,572 352,987 △ 3,415 △ 1.0

国民健康保険診療所事業 148,487 166,785 △ 18,298 △ 11.0

後 期 高 齢 者 医 療 63,465 63,792 △ 327 △ 0.5

介 護 保 険 事 業 520,572 520,738 △ 166 △ 0.0

簡 易 水 道 事 業
（ 収 益 的 収 支 ）
簡 易 水 道 事 業
（ 資 本 的 収 支 ）
公 共 下 水 道 事 業
（ 収 益 的 収 支 ）
公 共 下 水 道 事 業
（ 資 本 的 収 支 ）

5,687,185 5,832,373 △ 145,188 △ 2.5

　我が国の経済状況は、雇用・所得環境が改善する中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続
くことが期待される一方、物価上昇や中東地域をめぐる情勢等の影響に十分注意する必要があると指摘
されています。
　「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」においては、３３年ぶりの高水準の賃上げ、史上最高水
準の設備投資など、デフレから完全に脱却し、成長型の新しい経済ステージへと移行する千載一遇の
チャンスを迎えている中で、こうした前向きな動きを中小企業、地方経済でも実現し、新たなステージ
に向けて歩みを進めるため、デフレから完全脱却し、日本経済を新たなステージへと移行させるための
ビジョンと戦略を示すとともに、少子高齢化や人口減少を克服し、持続可能な経済社会の実現等を進め
ていくこととされています。
　また、将来的に人口減少が見込まれる中で、生産性向上等を通じて潜在成長率を高め、成長と分配の
好循環により、少子高齢化・人口減少を克服し、ＤＸ・ＧＸをはじめとする投資の拡大など、成長力を
高める取り組みが必要であり、人口減少が本格化する２０３０年度までが、こうした経済構造への変革
を起こすラストチャンスとして、今後３年程度で必要な制度改革を含め集中的な取り組みを講じていく
としています。
　愛別町の令和５年度決算においては、実質収支では１６４，０９０千円の黒字であり、また、財政健
全化法に基づく財政指標についても、いずれも国が定めた早期健全化基準の範囲内であります。一方で
経常収支比率については、高い水準で推移しており、財政構造の硬直化が一層進んでいます。今後にお
いても人口減少による町税、普通交付税の減少が見込まれるなど歳入面において厳しい状況が予想され
ます。
　令和７年度当初予算については、「第１１次愛別町振興計画」の６年目を迎え、これまでの振興計画
の成果を継承しながら、新たな視点で事務事業評価を実践し、住民生活の充実に寄与できるよう、諸般
の行財政の現状を十分に認識しながら、健全で持続可能な財政運営と振興計画の基本テーマである「子
どもの笑顔かがやく恵みの大地　あいべつ」の実現向けた予算編成を基本方針として予算編成を行いま
した。
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△ 2.0

9,820
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△ 71.4

小　　　　　　　　計 754,089

令和７年度愛別町歳入歳出予算総括表

会　　　 　　計　　　　　名

一　　　般　　　会　　　計

本 年 度 予 算 比 較前 年 度 予 算 増 減 率

135,125

小　　　　　　　　計 1,082,096

6.1

1,104,302 △ 22,206

町税

251,685
6.5%

地方譲与税

62,850
1.6%

利子割交付金

100
0.0% 配当割交付金

600
0.0%

株式等譲渡所得割交

付金

500
0.0%

法人事業税交付金

5,600
0.1%

地方消費税交付金

69,000
1.8%

ゴルフ場利用税交付

金

3,800
0.1%

環境性能割交付金

4,000
0.1%

地方特例交付金

800
0.0%

地方交付税

2,124,000
55.2%

交通安全対策特別交

付金

500
0.0%

分担金及び負担金

167
0.0%

使用料及び手数料

82,360
2.1%

国庫支出金

336,822
8.7%

道支出金

173,167
4.5%

財産収入

3,081
0.1%

寄附金

51,001
1.3%

繰入金

314,205
8.2%

繰越金

20,000
0.5%

諸収入

57,262
1.5%

町債

289,500
7.5%

議会費

33,862
0.9%

総務費

577,721
15.0%

民生費

514,262
13.4%

衛生費

422,581
11.0%

労働費

923
0.0%

農林水産業費

156,132
4.1%

商工費

41,583
1.1%

土木費

480,573
12.5%

消防費

231,578
6.0%

教育費

461,514
12.0%

災害復旧費

246
0.0%

公債費

350,296
9.1%

職員給与費

559,729
14.5%

予備費

20,000
0.5%

令和7年度
一般会計歳入

3,851,000千円

令和7年度
一般会計歳出

3,851,000千円


